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Ⅰ 会社設立の趣旨 

昭和 16年当時、温泉の湧出量の減少により、有馬町は温泉を掘削する必要に

迫られ、神戸有馬電気鉄道株式会社と共同出資の有馬温泉掘鑿
く っ さ く

有限会社を同年 6

月に設立、現在の有明泉源を掘削した。 

昭和 22年 3月、有馬町と神戸市との合併にあたり、総ての町有財産は神戸市

に帰属した。 

昭和 59 年 3 月に株式会社 有馬温泉企業に組織変更し、現在、自社所有泉源

による給湯事業及び神戸市所有泉源の浚渫工事等を行っている。 
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Ⅱ 会社の概要 

 

 

1 商 号 株式会社有馬温泉企業  

 

2 本 店 所 在 地 神戸市兵庫区新開地 1丁目 3番 24号  

 

3 設 立 年 月 日 昭和 16年 6月 19日  

 

4 資 本 金 10,000千円   

 （神戸市払込額 5,000千円)   

 

5 機 構 （令和２年７月１日現在）  

 

 代表取締役社長      森  兼浩  

     

 有馬営業所  

 

6 社 員 数 （令和２年７月１日現在）  

    

 所 属 従業員 計 

 有馬営業所 2（-） 2（-） 

 ※（ ）内は神戸市派遣職員で内数 
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7 役 員 （令和２年７月１日現在）  

 

役 職 名 氏 名 備 考 

代表取締役社長  森     兼  浩 

神戸電鉄株式会社 

不動産事業本部副本部長 

兼不動産事業部長 

取 締 役  西  尾  秀  樹 
神戸市経済観光局長 

兼医療・新産業本部長 

取 締 役  安  岡  正  雄 
神戸市経済観光局 

観光 MICE担当部長 

取 締 役 津  山  裕  昭 

神戸電鉄株式会社 

常務取締役 

不動産事業本部長 

監 査 役  安  居  大  樹 
神戸市経済観光局 

観光企画課長 

監 査 役  高  森  幸  二 
神戸電鉄株式会社 

経営企画部部長 
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Ⅲ 定款 

 

 

第１章  総  則 

（商 号） 

第 １ 条  当会社は株式会社有馬温泉企業と称する。 

（目 的） 

第 ２ 条  当会社は次の事業を営むことを目的とする。 

１．温泉を湧出させる目的を以ってする掘さく 

２．温泉の販売供給 

３．管工事の設計施工請負 

４．煙草、飲食物、日用品類の販売および飲食店の経営 

５．前各号に附帯する事業及び関連する一切の業務 

（本店所在地） 

第 ３ 条  当会社は、本店を神戸市に置く。 

（機 関） 

第 ４ 条  当会社は、株主総会および取締役のほか、次の機関を置く。 

１．取締役会 

２．監査役 

（公告方法） 

第 ５ 条  当会社の公告方法は、官報に掲載して行う。 

 

第２章  株  式 

（発行可能株式総数） 

第 ６ 条  当会社の発行可能株式総数は２４０株とする。 

（株式の譲渡制限） 

第 ７ 条  当会社の株式の譲渡または取得については、株主または取得者は

取締役会の承認を受けなければならない。 

（株券の発行） 

第 ８ 条  当会社は、株式に係る株券を発行する。 

（株式取扱規則） 

第 ９ 条  当会社の株式に関する取扱いおよび手数料は、法令または本定款

のほか取締役会において定める株式取扱規則による。 
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第３章  株 主 総 会         

（招集及び招集者） 

第１０条  定時株主総会は、毎営業年度末日の翌日から３か月以内に招集し 

      臨時株主総会はその必要がある場合に随時これを招集する。 

      株主総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役社長が 

      これを招集する。取締役社長に支障があるときは、あらかじめ取 

      締役会で定めた順序により他の取締役がこれを召集する。 

（定時株主総会の基準日） 

第１１条  当会社の定時株主総会の議決権の基準日は、毎年３月３１日とす 

る。 

（議 長） 

第１２条  株主総会の議長は、取締役社長がこれにあたる。 

取締役社長に支障があるときは、あらかじめ取締役会で定めた順

序により他の取締役がこれにあたる。 

（決議の要件） 

第１３条  総会の決議は、法令または本定款に別段の定めがある場合を除い

ては出席した議決権を行使することができる株主の議決権の過半

数をもって行う。 

 

第４章  取締役、監査役および取締役会 

（員 数） 

第１４条  当会社には次の役員を置く。 

１．取締役  ５名以内 

２．監査役  ３名以内 

（選任決議） 

第１５条  当会社の取締役および監査役は、株主総会において選任する。 

前項の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権

の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数で行

う。取締役の選任については累積投票によらない。 

（任 期） 

第１６条  取締役の任期は選任後２年以内、監査役の任期は選任後４年以内

に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終

結の時までとする。 

（補欠選任） 

第１７条  取締役および監査役に欠員を生じたときは補欠選任を行う。 

補欠選任により選任された者の任期は前任者の残任期間とする。 
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（代表取締役および役付取締役） 

第１８条  取締役会は、その決議によって当会社を代表する取締役を選定す

る。 

取締役会は、その決議によって取締役中より取締役社長を選定す

る。 

（取締役、監査役の責任免除） 

第１９条  当会社は、会社法第４２６条第１項の規定により、任務を怠った

ことによる取締役（取締役であった者を含む。）および監査役（監

査役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、

取締役会の決議によって免除することができる。 

   ２  当会社は、会社法第４２７条第１項の規定により、社外取締役お

よび社外監査役との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任

を限定する契約を締結することができる。ただし、当該契約に基

づく責任の限度額は、法令が規定する額とする。 

（取締役会の召集） 

第２０条  取締役会招集の通知は、各取締役に対して会日の７日前に発しな

ければならない。 

但し、特に必要がある場合はこれを短縮することができる。 

（取締役会の決議の省略） 

第２１条  当会社は、会社法第３７０条の要件を充たしたときは、取締役会

の決議があったものとみなす。 

（取締役会規則） 

第２２条  取締役会の運営に関する事項については、法令又は定款に定めの

ない事項は、取締役会の決議によって定める取締役会規則による。 

（役員の報酬） 

第２３条  取締役および監査役の報酬はそれぞれ区分して、株主総会の決議

によって定める。 

 

第５章  計  算 

（事業年度） 

第２４条  当会社の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までの１

年とする。 

（余剰金の配当の基準日） 

第２５条  当会社の期末配当の基準日は毎年３月３１日とする。 

（中間配当） 

第２６条  当会社は取締役会の決議によって、毎年９月３０日を基準日とし

て中間配当をすることができる。 
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（配当金の除斥期間） 

第２７条  配当財産が金銭である場合は、その支払開始の日から満３年を経

過しても受領されないときは、当会社はその支払義務を免れるも

のとする。 

- 7 -



 

 

Ⅳ 令和元度事業報告 

 

 

１ 事業報告（平成 31年４月１日から令和２年３月 31日まで） 

 

わが国有数の温泉である有馬温泉において，引続き顧客に満足していただけ

る給湯サービス，泉源工事を提供することに努めた。 

当期の営業収益については，閏年により給湯収入が増加したものの，極楽泉

源給湯施設使用契約が１件解約されたことにより給湯収入は前期に比べ 0.2％

減の 18,698 千円，施設管理収入は定期管理業務の減少により前期に比べ 0.9％

減の 25,208千円となり，結果，合計 43,906千円で前期に比べ 0.6％減となった。 

営業費用については，修繕費の増加により，34,972千円で前期に比べ 10.5％

増となった。 

以上の結果，当期の営業利益は 8,934 千円，経常利益は 8,917 千円，当期純

利益は 6,780千円となった。 

 

 

 

事業名 内容 営業収益（円） 

給湯事業 有明１号・２号泉からの温泉給湯 

神戸市の極楽泉源における給湯施設の設置

運営 

18,698,532 

施設管理事業 神戸市の泉源（天神・妬・御所・極楽泉源）

の維持管理 

25,208,360 
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２　事業別収支明細書（平成31年4月1日から令和2年3月31日）

（単位：円）

科目

給湯事業

施設管理事業

営業外収支

合　計

支　出収　入 収　支　差

18,698,532 12,598,089 6,100,443

43,928,422 35,010,680 8,917,742

25,208,360 22,374,670 2,833,690

21,530 37,921 -16,391
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３　損益計算書（平成31年4月1日から令和2年3月31日）

（単位：円）

金　額 金　額

営業費用 34,972,759 営業収益 43,906,892

施 設 管 理 費 15,688,395 給 湯 事 業 18,698,532

減 価 償 却 費 2,744,864 施設管理事業 25,208,360

一 般 管 理 費 16,539,500

営業外費用 37,921 営業外収益 21,530

雑 支 出 37,921 雑 収 益 21,530

35,010,680 43,928,422

8,917,742

2,020,400

117,208

6,780,134

40,732,474

△ 2,000,000

45,512,608

費 用 の 部 収 益 の 部

合 計 合 計

科　目 科　目

前 期 繰 越 利 益
剰 余 金

配当金の支払い

繰越利益剰余金

税引前当期純利益

法人税、住民税及び
事 業 税

法人税等調整額

当 期 純 利 益
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４　貸借対照表（令和2年3月31日現在）

（単位：円）

金　額 金　額

 流 　動 　資 　産 46,035,796  流 　動 　負 　債 2,446,429

40,582,009 1,334,069

5,311,877 63,718

172,910 844,400

△ 31,000 149,500

24,630

30,112

 固 　定 　資 　産 18,823,241  固 　定 　負 　債 4,400,000

18,650,871 4,400,000

建 物 4,297,320

構 築 物 12,468,334

機 械 装 置 1,883,479 6,846,429

土 地 1,738

50,300

電 話 加 入 権 50,300

122,070  株 　主 　資 　本 58,012,608

10,000,000

165,632

165,632

47,846,976

2,334,368

45,512,608

繰越利益剰余金 45,512,608

58,012,608

64,859,037 64,859,037

現 金 及 び 預 金

科　目

資産合計

未 収 入 金

前 払 費 用

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

負債・純資産合計

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

純 資 産 計

科　目

利 益 剰 余 金

未 払 法 人 税 等

前 受 収 益

無 形 固 定 資 産

（ 資 産 の 部 ）

負 債 計

（純資産の部）

預 り 保 証 金

その他の利益剰余金

未 払 費 用

未 払 消 費 税 等

（ 負 債 の 部 ）

未 払 金

預 り 金

- 11 -



５　事業別収入明細書（平成31年4月1日から令和2年3月31日）

（単位：円）

事業収入 受託収入 補助金収入 雑収益等

給湯事業 18,698,532 18,698,532 0 0 0

施設管理事業 25,208,360 0 25,208,360 0 0

営業外収益 21,530 0 0 0 21,530

合　　計 43,928,422 18,698,532 25,208,360 0 21,530

６　事業別支出明細書（平成31年4月1日から令和2年3月31日）

（単位：円）

人件費 物件費 工事費 減価償却費 雑支出等

施設管理費 15,688,395 0 0 15,688,395 0 0

減価償却費 2,744,864 0 0 0 2,744,864 0

一般管理費 16,539,500 4,909,095 11,630,405 0 0 0

雑支出 37,921 0 0 0 0 37,921

合　　計 35,010,680 4,909,095 11,630,405 15,688,395 2,744,864 37,921

合　　計
内　　訳

内　　訳
合　　計
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７．財務状況の推移

（単位：千円）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 30 → R1増減

7,846 12,521 8,934 ▲ 3,587

41,367 44,175 43,907 ▲ 268

33,521 31,654 34,973 3,319

うち販売費及び一般管理費 10,750 9,287 11,630 2,343

うち人件費 5,178 4,953 4,909 ▲ 44

うち減価償却費 3,662 3,043 2,745 ▲ 298

216 436 ▲ 16 ▲ 452

216 437 22 ▲ 415

0 1 38 37

うち支払利息 0 0 0 0

8,062 12,957 8,918 ▲ 4,039

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,975 3,621 2,138 ▲ 1,483

6,087 9,336 6,780 ▲ 2,556

20,577 24,664 32,000 7,336

24,664 32,000 36,780 4,780

52,926 63,373 64,859 1,486

31,175 44,009 46,036 2,027

21,751 19,364 18,823 ▲ 541

うち建物 3,586 3,325 4,297 972

7,029 10,141 6,846 ▲ 3,295

2,629 5,741 2,446 ▲ 3,295

うち短期借入金 0 0 0 0

4,400 4,400 4,400 0

うち長期借入金 0 0 0 0

45,897 53,232 58,013 4,781

45,897 53,232 58,013 4,781

資本金 10,000 10,000 10,000 0

資本剰余金 166 166 166 0

利益剰余金 35,731 43,066 47,847 4,781

0 0 0 0

株主資本

評価換算差額等

貸
借
対
照
表

（

Ｂ
／
Ｓ
）

資産合計

流動資産

固定資産

負債合計

流動負債

固定負債

純資産合計

繰越利益剰余金

損
益
計
算
書
（

Ｐ
／
Ｌ
）

営業利益

営業収益

営業費用

営業外利益

営業外収益

営業外費用

経常利益

特別利益

特別利益

特別損失

法人税等

当期純利益

前期繰越利益剰余金
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Ⅴ 令和２年度事業計画 

 

 

１ 事業計画（令和２年４月１日から令和３年３月 31日まで） 

 

わが国有数の温泉である有馬温泉において，引続き顧客に満足していただけ

る給湯サービス，泉源工事を提供することに努める。 

 

事業名 内容 営業収益（千円） 

給湯事業 有明１号・２号泉からの温泉給湯 

神戸市の極楽泉源における給湯施設の設置

運営 

18,418 

施設管理事業 神戸市の泉源（天神・妬・御所・極楽泉源）

の維持管理 

21,940 

 

 

 

２ 経営改善の取り組み状況 

 

有馬温泉における当社所有の有明泉源による旅館，ホテル等への給湯事業，

極楽泉源給湯施設の管理業務および神戸市所有泉源の浚渫工事等を行うことに

より，温泉の安定供給をはかり，有馬温泉に来訪されるお客様に健康増進，精

神的満足を提供する。 

上記方針に加え，今後ともより効率的な運営に努め経営基盤を強化するとと

もに，施設の計画的な維持修繕を実施し，経営の安定化をはかり，事業を通じ

て有馬温泉の発展に寄与する。 

 

（１）給湯事業 

定期的な修繕工事や保守業務を実施するとともに，保守管理技術を継承する

ための後継者を確保する等，泉源の維持と温泉の安定供給に努める。 

 

（２）施設管理事業 

信頼性の高い工事を施し，神戸市の泉源を維持管理する。 
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３　事業別予定収支明細書（令和2年4月1日から令和3年3月31日）

（単位：千円）

科　目

給湯事業

施設管理事業

営業外収支

合　計

支　出収　入 収　支　差

18,418 13,502 4,916

40,383 35,002 5,381

21,940 21,500 440

25 0 25
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４　予定損益計算書（令和2年4月1日から令和3年3月31日）

（単位：千円）

金　額 金　額

営業費用 35,002 営業収益 40,358

施 設 管 理 費 13,364 給 湯 事 業 18,418

減 価 償 却 費 2,370 施設管理事業 21,940

一 般 管 理 費 19,268

営業外費用 0 営業外収益 25

雑 支 出 0 雑 収 益 25

35,002 40,383

5,381

1,399

△ 79

4,061

45,513

△ 2,000

47,574

費 用 の 部 収 益 の 部

合 計 合 計

科　目 科　目

前 期 繰 越 利 益
剰 余 金

配当金の支払い

繰越利益剰余金

税引前当期純利益

法人税、住民税及び
事 業 税

法人税等調整額

当 期 純 利 益
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５　予定貸借対照表（令和3年3月31日現在）

（単位：千円）

金　額 金　額

 流 　動 　資 　産 52,069  流 　動 　負 　債 3,384

45,890 1,350

5,964 64

250 900

△ 35 1,010

30

30

 固 　定 　資 　産 15,789  固 　定 　負 　債 4,400

15,500 4,400

建 物 4,025

構 築 物 9,837

機 械 装 置 1,636 7,784

土 地 2

50

電 話 加 入 権 50

239  株 　主 　資 　本 60,074

10,000

166

166

49,908

2,334

47,574

繰越利益剰余金 47,574

60,074

67,858 67,858

貸 倒 引 当 金

前 払 費 用

未 払 費 用

純 資 産 計

繰 延 税 金 資 産

未 払 消 費 税 等

資 本 剰 余 金

利 益 準 備 金

その他の利益剰余金

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

預 り 保 証 金

負債・純資産合計

資 本 金

（純資産の部）

現 金 及 び 預 金

科　目

未 払 法 人 税 等

（ 資 産 の 部 ）

資産合計

未 収 入 金

負 債 計

資 本 準 備 金

科　目

利 益 剰 余 金

預 り 金

前 受 収 益

（ 負 債 の 部 ）

未 払 金
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６　事業別予定収入明細書（令和2年4月1日から令和3年3月31日）

（単位：千円）

事業収入 受託収入 補助金収入 雑収益等

給湯事業 18,418 18,418 0 0 0

施設管理事業 21,940 0 21,940 0 0

雑収益 25 0 0 0 25

合　　計 40,383 18,418 21,940 0 25

７　事業別予定支出明細書（令和2年4月1日から令和3年3月31日）

（単位：千円）

人件費 物件費 工事費 減価償却費 雑支出等

施設管理費 13,364 0 0 13,364 0 0

減価償却費 2,370 0 0 0 2,370 0

一般管理費 19,268 7,084 12,184 0 0 0

雑支出 0 0 0 0 0 0

合　　計 35,002 7,084 12,184 13,364 2,370 0

合　　計
内　　訳

内　　訳
合　　計
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（単位：円）

事 業 計 画 実 績

予定収入金額 収 入 金 額

給湯事業 18,808,032 18,698,532 極楽泉源給湯施設使用契約１件解約による減

施設管理事業 22,340,000 25,208,360 定期管理業務の増および契約外業務の増

合　　計 41,148,032 43,906,892

Ⅵ　令和元年度主要事業計画・実績比較

事 業 名 備 考
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（平成29年度～令和元年度、単位：千円）

平成29年度

実績 実績 対前年度比 実績 対前年度比 備 考

収入金額 収入金額 ％ 収入金額 ％

給湯事業 18,047 18,739 103.8 18,699 99.8
極楽泉源給湯施設使用
契約１件解約による減

施設管理事業 23,319 25,436 109.1 25,208 99.1 契約業務の減少

合　　計 41,367 44,175 106.8 43,907 99.4

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示している。

（単位：千円）

令和元年度

決算

営業損益 8,934

営業外損益 -16

経常損益 8,918

当期損益 6,780

繰越利益剰余金 45,513

資産合計 64,859

負債合計 6,846

純資産合計 58,013

33,397

Ⅶ　主要事業の推移

令和元年度平成30年度

項目

損益計算書関係

10,141貸借対照表関係

平成30年度

決算

平成29年度

決算

7,847

216

8,063

6,087

53,232

52,926

7,029

45,897

12,521

436

12,957

9,336

40,732

63,373
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